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◆◆関東地方整備局の動き◆◆  

1. 令和7年度 雪害時の乗員保護活動訓練を実施します～大規模な車両立ち往生

発生時における乗員の安全確保を目指して～ 

 

防災室  

集中的な降雪による大規模な車両立ち往生が発生した場合における、関係機関との

情報共有手順の確認や、速やかな乗員保護活動の対応が図れるよう訓練を実施しま

す。 

 

１．訓練日時 

令和７年１２月８日（月）１０：００～１２：００ 

２．訓練会場 

 関東地方整備局 災害対策本部室（さいたま新都心合同庁舎２号館１４階） 

３．参 加 者 

 関東地方整備局、関東運輸局、北陸信越運輸局、中日本高速道路(株)、東日本高

速道路(株)、山梨県、長野県 

４．訓練内容 

 （１）机上訓練 

 集中的な降雪や大規模車両の滞留を想定し、乗員保護活動を開始するまで

の関係機関との情報共有会議の訓練を行います。 

 （２）実働訓練 

 乗員保護活動時における一連の流れについて、模擬的な訓練を行います。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02959.pdf 

 

 

2. 公共工事発注機関の発注関係事務に関する指標の目標値を決定～公共工事の発

注者が一丸となって公共工事の品質確保に取り組みます～ 

 

企画部 

関東ブロック発注者協議会にて、公共工事発注機関の発注関係事務の取り組みに関

する第三次・指標および令和 11 年度までの目標値を設定しましたので公表します。 

 

将来にわたる公共工事の品質確保、持続可能な建設業等を実現するため、令和６年６月

の「公共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改正する法律」が公布・施行さ

れました。「公共工事の品質確保の促進に関する法律」第 24 条に基づき策定された「発

注関係事務の運用に関する指針」では、国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実

施されているかについて定期的に調査を行い、その結果をとりまとめ、公表することと

されています。 

このたび、改正品確法の理念を実現するため全国統一指標、関東ブロック独自指標の

目標値を決定しましたのでお知らせします。 

 

<第三次・指標> 

◆工事 

１．地域平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット） 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02959.pdf


２．週休２日の達成状況（休日の確保） 

３．低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策） 

４．工事書類の簡素化の取り組み状況（受注者との情報共有、協議の迅速化） 

５．情報共有システム（ASP）の導入状況（情報通信技術を活用した生産性向上） 

６．市区町村における週休２日制工事の取組 

◆測量、調査及び設計（業務） 

１．地域平準化率（履行期限の分散） 

２．低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策） 

３．ウィークリースタンスの実施（履行状況の確認） 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02960.pdf 

 

 

3. 被災箇所のAI自動抽出機能を備えたUAVの現場飛行実験～災害時の道路被災状

況調査の自動化に向けた取り組み～ 

 

道路部     

国総研では、災害時に道路被災状況を速やかに把握できるよう、無人航空機

（UAV）に搭載可能な被災箇所の AI 自動抽出システムの開発を行っています。  

実際の道路管理現場での被災を想定して、１．無人航空機の自動飛行、２．リアル

タイム映像配信、３．AI 画像解析による被災箇所の自動抽出機能の検証実験を国道

52 号にて実施しますので、お知らせします。 

 

 

【実施概要】 

日時：令和７年 12 月 16 日（火）〈雨天順延：令和７年 12 月 17 日（水）〉 

10 時 30 分～実験概要説明 

（10 時 20 分までに身延町中富総合会館（住所：身延町切石 360）２階会議

室 A へお越しください） 

11 時 00 分～飛行実験・質疑応答 

12 時 30 分終了予定 

場所：山梨県南巨摩郡身延町地先（起点：身延町役場） 

内容：別紙 1 のとおり 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02965.pdf 

 

 

4. 首都圏・北関東甲信地方における大雪時の対応について ～今冬における予防

的通行止めの基本的な考え方についてお知らせします～ 

 

首都圏における冬季道路関係者会議    

明後日 12 月７日は、二十四節気の「大雪（たいせつ）」の日です。本格的な降雪期

を迎えるにあたって、令和６年２月５日から６日にかけて行った予防的通行止め（注

１）の教訓及び昨冬の経験等を踏まえ、今冬における予防的通行止めの基本的な考え

方についてとりまとめました。 

今冬においても、とりまとめた大雪時の対応策を確実に実施してまいります。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02960.pdf
https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02965.pdf


国土交通省では、「人命を最優先に、幹線道路上の大規模な車両滞留を徹底的に回避す

る」（令和３年３月）ことを基本的な考え方として「予防的通行止め」を実施します。 

首都圏等におけるこれまでの大雪時や昨冬の経験、過去の車両滞留実績を踏まえ、課

題と今後の対応策について検証を行うため、首都圏を基本に面的に広がる交通網から繋

がりの強い隣県も含めた道路管理者（注２）による「首都圏における冬季道路関係者会

議（以下、「関係者会議」という）」を設置し、議論を進めてまいりました。 

今般、今冬における予防的通行止めの基本的な考え方と道路をご利用の皆様へのお願

いをとりまとめたので、お知らせします。予防的通行止めに関する考え方の詳細は、関

東地方整備局のホームページにて公開しておりますのでご覧ください。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02964.pdf 

 

 

5. 利根川近代改修150周年シンポジウムを開催します 

 

河川部 

利根川上流河川事務所ほか 12 事務所 

・利根川は、令和７年 6 月で近代改修（直轄工事）が始まってから 150 周年を迎え

ました。 

・治水対策は、気候変動による災害の激甚化・頻発化を受け、明治以来の一大転換期

を迎えており、集水域から氾濫域にわたる流域のあらゆる関係者による水災害対策

を行う流域治水が必要とされています。 

・このたび、利根川近代改修の歩みを振り返り、水災害の自分事化をするとともに流

域治水の取組を未来につなげていくことを目的としたシンポジウムを開催します。 

 

１．日 時 令和８年２月９日（月） 開場１３時 開催１４時～１７時（予定） 

２．場 所 さいたま新都心合同庁舎１号館２階講堂(さいたま市中央区新都心１番地１) 

３．主 催 国土交通省関東地方整備局 

４．内 容 ・話題提供 

 ・基調講演 

 ・パネルディスカッション 

詳細は関東地方整備局ホームページ（別紙１の URL）をご覧ください。 

５．申込方法 別紙１をご参照ください。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02974.pdf 

 

 

6. 令和7年度「手づくり郷土(ふるさと)賞」(国土交通大臣表彰)の認定～関東地

方整備局管内から3件の活動が認定されました!～ 

 

企画部   

国土交通省は、社会資本と関わりをもつ地域づくりの優れた取組を推進するため、

全国各地から応募のあった活動の中から、一般部門で 10 件の優れた活動を、令和７

年度の「手づくり郷土賞」として認定しました。 

このうち関東地方整備局管内からは、３件が認定されました。 

 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02964.pdf
https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02974.pdf


■関東地方整備局管内の認定団体（一般部門） 

○団体名：特定非営利活動法人 水辺環境保全研究所 

活動名：鬼怒川中流域の生物多様性を守る （栃木県 さくら市・宇都宮市） 

 

○団体名：特定非営利活動法人荒川クリーンエイド・フォーラム 

活動名：荒川を"首都圏の里川"に荒川クリーンエイド 

（埼玉県 戸田市他・東京都 板橋区他） 

 

○団体名：私立向上高等学校 なおき会 

活動名：高校生の力で育む未来 

～子どもから大人まで、多様な世代がつながる公園愛護会～ 

（神奈川県 伊勢原市） 

※活動の詳細は資料１、資料２をご覧ください。 

 

■令和７年度 手づくり郷土賞 受賞記念発表会の開催 

全国に優れた取組が広がることを目的に、手づくり郷土賞の受賞者から活動の紹

介を行っていただく発表会を開催します。 

○日時：令和８年３月１日（日）１３時００分～１６時００分（予定） 

○場所：一橋講堂（東京都千代田区一ツ橋２丁目１番２号） 

※その他詳細については後日、国土交通省ホームページにてお知らせします。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02993.pdf 

 

 

7. 第２回 利根川水系における治水計画関係都県会議の開催について 

 

河川部 

利根川上流河川事務所ほか４事務所   

国土交通省関東地方整備局では、利根川水系における治水計画検討を進めるにあた

り、「利根川水系における治水計画関係都県会議」を開催しますので、お知らせいたし

ます。 

 

１．開催日時 

令和７年１２月１９日（金）１０：００～１１：００（予定） 

２．開催場所 

さいたま新都心合同庁舎２号館１６階 河川会議室 

住所：埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ 

開催場所の最寄り駅：JR さいたま新都心駅から徒歩約５分、JR 北与野駅から徒

歩約７分 

３．議事（予定） 

既存施設の有効活用検討について 

 

会議での配布資料等は、関東地方整備局ホームページに掲載する予定です。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02994.pdf 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02993.pdf
https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02994.pdf


8. 第２回 利根川水系における治水計画検討委員会の開催について 

 

河川部 

利根川上流河川事務所ほか４事務所    

｢利根川水系における治水計画検討委員会｣を開催しますので、お知らせいたしま

す。 

 

１．開催日時 

令和７年１２月２２日（月） １０：００～１２：００（予定） 

２．開催場所 

TKP 大宮ビジネスセンター１階 バンケットホール１A 

住所：埼玉県さいたま市大宮区仲町２－２６ 富士ソフトビル 

開催場所の最寄り駅：JR 大宮駅から徒歩約４分 

３．議事（予定） 

既存施設の有効活用検討について 

 

委員会での配布資料等は、関東地方整備局ホームページに掲載する予定です。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02995.pdf 

 

 

9. 令和７年度関東地方整備局関係補正予算が配分されました～防災・減災及び国

土強靱化を推進し、事前防災対策を加速化します～ 

 

国土交通省関東地方整備局     

令和７年度関東地方整備局関係補正予算として、４，９９４億円が配分されまし

た。 
 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kyoku_s_kisha_00427.pdf 

 

 

10. 群馬県邑楽郡千代田町（利根川）で水防演習を予定しています～第74回利根

川水系連合･総合水防演習～ 

 

河川部 

利根川上流河川事務所   

１．開催日時（予定）：令和８年５月 16 日（土） 開場 8：30～13：30  

演習 9：30～12：30  

２．開催場所（予定）：群馬県邑楽郡千代田町赤岩地先（利根川左岸 159.0k 付近）  

３．演習内容     ：詳細は別添をご覧ください。 

 

利根川水系連合･総合水防演習は、昭和 22 年のカスリーン台風による未曾有の被害を

教訓として昭和 27 年から開催しており、国土交通省及び関東地方の１都６県（群馬県･

茨城県･埼玉県･千葉県･栃木県･東京都･神奈川県）並びに開催市町村の主催により、毎

年、利根川水系の河川において水防及び救出･救護等に係る総合的な訓練を実施していま

す。  

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_02995.pdf
https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kyoku_s_kisha_00427.pdf


当日の演習会場では、実践的な水防訓練、ヘリコプターや排水ポンプ車等を使用した

救出･救護訓練に加え、水防・防災に関する体験コーナーや展示、さらには地元物産展な

ども行う予定です。  

なお、今後の調整により、記載内容に変更が生じる場合があります。 

 

この記事や添付資料を、以下の関東地方整備局ホームページでご覧いただけます。 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_03016.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_03016.pdf


◆◆国土交通本省の動き◆◆ 

1. “ ダムを見に行こう 冬号 2025 ”～冬こそみたいダムの雪化粧～ 

 

“ダムを見に行こう 冬号 2025”をリリースしました。今号では、全国各地のダム

で冬に行われるイベント（ダム見学等）を紹介しています。 

 

 【水と雪が織りなす 絶景も、味覚も、感動も、ここにある】 

※下記のダムを特集しています。 

      他にも紙面ではイベント実施予定のダムの情報を掲載しています。 

 

・大石ダム（新潟県） 

・森吉山ダム（秋田県） 

・東郷ダム（鳥取県） 

・味噌川がわダム（長野県） 

・鹿野川ダム（愛媛県） 

・設楽ダム（愛知県） 

 

 “ダムを見に行こう 冬号 2025”は以下 URL でご覧いただけます。 

  https://www.mlit.go.jp/river/dam/dam_tourism.html 

 過去の“ダムを見に行こう” (2013 年～)についても上記 URL でご覧いただけます。 

 

この記事や添付資料を、以下の国土交通省ホームページでご覧いただけます。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000258.html 

 
 

2. 「駆け込みホットライン」（建設業法違反通報窓口）の機能を拡充しました！

～適正な労務費等の確保等に向けた建設Gメン等の取組を推進～ 

 

「駆け込みホットライン」では、電話・メールにて受け付けた建設業法違反に関す

る情報について、匿名性に留意したうえで建設Ｇメン調査等の端緒情報、許可行政庁

への情報提供として利用しております。 

 今般、改正建設業法が全面施行されたことに伴い、新たなルール（※）も含め建設

業法違反の可能性がある取引の情報を広く受け付けることができるよう、情報収集フ

ォームの開設をはじめ、これまで以上に「情報提供（通報）」や「通報・相談先の確

認」が簡単にできる環境を整備しました。 

※中央建設業審議会が作成、勧告した「労務費に関する基準」を著しく下回る見積りや変更依

頼の禁止、受注者による総価での原価割れ契約や工期ダンピングの禁止等  

 

駆け込みホットラインの機能拡充 

1. 駆け込みホットライン情報収集フォームの開設  

時間・場所を問わずスマートフォン等から、建設業法違反の疑いがある取引行為につ

いての情報提供（通報）が可能となります。 

URL はこちら（パソコン・スマホ共通） 

https://www.mlit.go.jp/form/index.php?f=kakekomi-hl.html 

 

2. 建設業相談窓口ナビの新設 

https://www.mlit.go.jp/river/dam/dam_tourism.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000258.html
https://www.mlit.go.jp/form/index.php?f=kakekomi-hl.html


数問程度の簡単な質問に答えることで、建設工事や建設業者に係る通報・相談先が確認

できます。 

URL はこちら（パソコン・スマホ共通） 

https://ttzk.graffer.jp/mlit-kensetsugyo/support-navi    

 

3. 自動応答サービスの導入（令和８年３月まで段階的に試行導入） 

駆け込みホットラインに電話した場合、プッシュダイヤルによる自動応答により、適切

な相談窓口などをご案内します。 

  

建設業法令遵守ポータルサイトの新設 

「建設業法の違反事例」、「建設業許可の要件等・申請先」、「建設業法違反に係るよく

あるご質問」などを分かりやすく集約したポータルサイトを新設しました。 

ポータルサイトの URL はこちら（パソコン・スマホ共通） 

https://ttzk.graffer.jp/mlit-kensetsugyo  

 

この記事や添付資料を、以下の国土交通省ホームページでご覧いただけます。 

https://www.mlit.go.jp/report/pres s/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00324.html  

 

 

3. 新たな防災気象情報の運用について～令和８年の大雨時期から防災気象情報が

生まれ変わります～ 

 

 国土交通省水管理・国土保全局と気象庁では、令和６年６月に取りまとめられた

「防災気象情報に関する検討会」の提言を踏まえ、防災関係機関や地域住民の皆様

が、より効果的に避難等の行動をとるための新たな防災気象情報の運用開始に向け

て、気象業務法及び水防法の改正など所要の準備を進めてきました。 

 今般、令和８年の大雨時期から運用する新たな防災気象情報の名称や情報体系につ

いて、以下のとおり決定しましたのでお知らせいたします。 

新たな防災気象情報は、情報名称に警戒レベルの数字を付記するなど、市町村が発令

する避難指示等の避難情報や住民がとるべき避難行動との関係が分かりやすくなりま

す。運用開始は令和８年５月下旬を予定しております。 

 

【新情報のポイント】 

 新たな防災気象情報では、避難行動に対応した５段階の警戒レベルに整合させ、大

雨などの災害発生の危険度の高まりに応じて各情報を発表します。 

 これに伴い、河川氾濫の特別警報を新たに開始することや警戒レベル４相当情報と

して危険警報を運用することなど、現行の大雨警報・注意報などの気象庁が発表する

防災気象情報が大きく変わります。  

 

  ５段階の警戒レベルへの整合 

 避難情報に関するガイドラインでは、５段階の警戒レベルで住民がとるべき行動が

設定されています。対象となる災害である河川氾濫、大雨、土砂災害及び高潮に関す

る情報等は、これまで警戒レベルと情報との対応が対象災害ごとに異なる運用となっ

ていたところ、今回、５段階すべての警戒レベルに対応した情報を改めて設定し、と

るべき行動の判断をより一層支援できる情報体系に改善します。 

 

 

 

https://ttzk.graffer.jp/mlit-kensetsugyo/support-navi
https://ttzk.graffer.jp/mlit-kensetsugyo
https://www.mlit.go.jp/report/pres%20s/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00324.html


 
警戒レベル相当情報の新たな情報体系 

 

  情報へのレベルの付記 

 情報と対応する防災行動をよりわかりやすくするため、情報名称そのものにレベル

の数字を付けて発表します。レベル３～５については警戒レベル“相当”情報です

が、分かりやすさ、伝わりやすさを重視し、例えばレベル３相当の大雨警報は、レベ

ル３大雨警報とします。 

（大雨警報→レベル３大雨警報、高潮注意報→レベル２高潮注意報 など） 

  

  河川氾濫に関する特別警報の新設 

 河川氾濫に関する特別警報として、新たにレベル５氾濫特別警報の運用を開始しま

す。レベル５氾濫特別警報は、洪水予報河川において氾濫が差し迫ったときに発表し

ます。 

  

  レベル４相当情報としての「危険警報」の運用 

レベル４避難指示の発令等の目安となるレベル４相当の情報として危険警報を運用し

ます。 

（土砂災害警戒情報→レベル４土砂災害危険警報 など） 

  

  気象防災速報、気象解説情報の新設 

 これまで「気象情報」として発表していた様々な情報を、大きく２つに分類しま

す。線状降水帯による大雨発生など、極端な現象を速報的に伝える情報は、「気象防災

速報」、気象状況等を網羅的に解説する情報は「気象解説情報」として発表します。 

（顕著な大雨に関する気象情報 →気象防災速報（線状降水帯発生） など ） 

（全般台風情報 →気象解説情報（台風第○号） など） 

 

  

【特設ページ】 

新たな情報の具体的内容や変更点等については、以下の特設ページにて掲載しており

ます。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/keiho-update2026/index.html 

 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/keiho-update2026/index.html


この記事や添付資料を、以下の国土交通省ホームページでご覧いただけます。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001337.html 
 

 

4. インフラDXに関する優れた取組を行った33団体を発表！～令和７年度 インフ

ラDX大賞の受賞者を発表します～ 

 

  インフラ分野において、データとデジタル技術を活用し、建設生産プロセスの高度

化・効率化、国民サービスの向上等につながる優れた実績を「インフラ DX 大賞」と

して表彰し、ベストプラクティスの横展開を図っています。 

 今般、「令和７年度 インフラ DX 大賞」の受賞者として、計 33 団体（国土交通大臣

賞４団体、優秀賞 27 団体、スタートアップ奨励賞２団体）を決定しました。 

 

１．「インフラ DX 大賞」とは 

• 国土交通省は、建設現場の生産性向上に関するベストプラクティスの横展開に向

けて、平成 29 年度より「i-Construction 大賞」として表彰してきました。 

• また、令和４年度からは、「インフラ DX 大賞」と改称し、インフラの利用・サー

ビスの向上といった建設業界以外の取組へも募集対象を拡大しています。 

• 加えて、インフラ分野におけるスタートアップの取組を支援し、活動の促進、建

設業界の活性化へつなげることを目的に、「スタートアップ奨励賞」を設置してい

ます。 

 

２．表彰対象・審査等 

• 令和６年度に完了した国や地方公共団体等が発注した工事・業務に関する企業の

取組や地方公共団体等の取組、i-Construction・インフラ DX 推進コンソーシアム

会員の取組を対象としています。 

• インフラ DX 大賞選考委員会において、有効性・先進性・波及性の観点で評価を行

い、今年度から特に波及性の観点を重視し、計 33 団体を受賞者に決定しました

（国土交通大臣賞４団体、優秀賞 27 団体、スタートアップ奨励賞２団体）。 

• 受賞者一覧及び各取組概要は「別紙」をご参照ください。 

• なお、i-Construction・インフラ DX 推進コンソーシアム会員部門において受賞し

た取組については、取組紹介動画を YouTube にて公開しています。 

■コンソーシアム会員部門の受賞者の取組紹介動画（YouTube）は こちら 

 

３．今後の予定について 

  １月中旬に、授与式を開催する予定です。詳細が決まり次第お知らせします。 

 

この記事や添付資料を、以下の国土交通省ホームページでご覧いただけます。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001273.html 

 

 

5. 「道の駅」の第64 回登録について～全国で1,231 駅に～ 

 

今回、地方公共団体からの申請に基づき、２駅を新たに「道の駅」として登録し、

また、１駅を登録取り消しいたします。これにより、全国の「道の駅」は、合計で

1,231 駅になります。 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001337.html
https://youtube.com/playlist?list=PLmK-8LuB-hE8I8PMxxPWbScYFhsd0Jw9O&si=My_w1E0ZeF7u5-9L
https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001273.html


「道の駅」は平成５年の制度創設以来、令和５年で 30 年が経過しました※。国土交 

通省では、新たに加わった「道の駅」とともに、地方創生・観光を加速する拠点へ 

の進化を目指す第３ステージの取組みを進めてまいります。 
                    ※平成５年４月 22 日 第１回登録（全国 103 駅） 

 

（１）「道の駅」の登録数 

   1,230 駅（これまで）＋２駅（今回登録）－１駅（今回登録取り消し） 

   ＝合計 1,231 駅 

 

（２）「道の駅」の登録について 

  国土交通省道路局では、市町村等からの申請に基づき、要件を満たすものを、「道の 

駅」として登録しています。 

  「道の駅」の主な要件については、以下の通りです。 

  ・無料で 24 時間利用できる 

   ➀十分な容量を持った駐車場 

   ➁ 清潔なトイレ（原則、洋式） 

   ➂ 子育て応援施設（ベビーコーナー等） 

   があること。 

  ・道路及び地域に関する情報を提供する施設があること。 

  ・文化教養施設、観光レクリエーション施設などの地域振興施設があること。 

  ・施設及び施設間を結ぶ主要経路のバリアフリー化がされていること。 

 

※全国の「道の駅」の一覧については、以下を参照ください。 

 https://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/list.htm 
 

この記事や添付資料を、以下の国土交通省ホームページでご覧いただけます。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_002029.html 

 

 

6. 令和の都市(まち)リノベーション推進に向けた取組を開始します！！～「まち

づくりの健康診断」の実施と 「令和の都市リノベーション全国推進運動」の

展開～ 

 

令和の都市リノベーションの推進のため、客観的データに基づきまちづくりのソリ

ューションを提供する「まちづくりの健康診断」を実施します。 

 さらに、持続可能な都市構造の実現に向け、国土交通省が地方公共団体に直接アプ

ローチする「令和の都市リノベーション全国推進運動」を展開し、国と地方一丸とな

って「令和の都市リノベーション」を推進します。 

 

○ 今般、地方部を中心に人口減少が急速に進み、仕事やまちなかの魅力の不足によっ

て若者の地方離れが深刻化しており、地方都市の生活サービスの維持は一層困難な局

面に差し掛かっています。このような状況を踏まえ、令和の時代に合った都市再生を

推進し、地域に投資を呼び込み、個性ある都市空間をつくる「令和の都市（まち）リ

ノベーション」を一気呵成に進め、全国で、安全・快適なまちづくりを推進すること

が求められています。 

 

○ 国土交通省では、国と地方一丸となって「令和の都市リノベーション」を推進する

ことを目指し、「まちづくりの健康診断」を実施するとともに、「令和の都市リノベー

ション全国推進運動」を展開します。 

 

【取組のポイント】 

・「まちづくりの健康診断」の実施 

https://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/list.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_002029.html


○ 国土交通省が国勢調査等のオープンデータや各地方公共団体の具体的な取組を収集

し、国から地方公共団体に対して客観的データを提供するとともに、各地方公共団体

の特性に応じたまちづくりに関する参考提案等を行うことにより、各地方公共団体が

地域特性を客観的に把握し、課題に応じた対応策を検討できる仕組みを構築。 

                   

・「令和の都市リノベーション全国推進運動」の展開 

○ 各地方整備局等が都市計画区域を有する地方公共団体を中心に訪問し、立地適正化

計画や都市計画の見直し、各種支援事業の活用など、幅広い意見交換を実施。 
 

この記事や添付資料を、以下の国土交通省ホームページでご覧いただけます。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi07_hh_000296.html 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi07_hh_000296.html

